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「骨太の方針」（H25.6.14閣議決定）における地方行財政関係部分（抜粋）

第３章 経済再生と財政健全化の両立

２． 財政健全化への取組方針

（中長期の財政健全化に向けて）
「三本の矢」により強い経済を実現し、経済再生が財政健全化を促し、財政健全化の進展が経済

再生の一段の進展に寄与するという好循環を目指し、持続的成長と財政健全化の双方の実現に取り
組む。

そうした取組の下、国・地方のプライマリーバランスについて、2015 年度までに2010 年度に比
べ赤字の対GDP 比の半減、2020 年度までに黒字化、その後の債務残高の対GDP 比の安定的な引下げ
を目指す。

（「中期財政計画」の策定等）
財政健全化目標達成に向けた取組を着実に進めることが重要であり、本基本方針等を踏まえた今後

の取組内容を具体化した「中期財政計画」を今夏に策定するとともに、中長期の経済財政の展望を示
す。これらにより、財政健全化目標への道筋を明確にし、国民の安心や、国際社会、市場からの信認
を確かなものとする。

2015 年度の目標達成に向けては、歳出面では、義務的経費を含めて踏み込んだ見直しを行う。地
方財政については、国の取組と歩調を合わせて抑制を図るとともに、地方の安定的な財政運営に必要
な一般財源の総額を確保する。また、行政事業レビュー・政策評価の適切な反映などPDCA を徹底し、
歳出の無駄の排除、予算の重点化・効率化と政策税制の適正化を進める。さらに、2020 年度のプラ
イマリーバランス黒字化に向けて、プライマリーバランスの対象となる歳出と歳入の対GDP 比の乖離
を着実に解消していく必要がある。

また、経済成長を通じた税収増を図るとともに、税制抜本改革の実現について、昨年８月に成立し
た税制抜本改革法にのっとり、着実に取り組む。

◎経済財政運営と改革の基本方針＜平成25年6月14日閣議決定＞
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（３） 地方行財政制度の再構築に向けて

① 基本的考え方
地方税収は未だ十分な水準まで回復しておらず、緊急的に創設された歳出特別枠等も存置されて

いるなど、地方財政は、リーマンショック後の経済危機の影響を引き続き受けている。必要な財源
を確保しながら、経済再生に合わせ、こうした危機対応モードから危機以前の状況、すなわち平時
モードへの切替えを進めていく必要がある。

そのためには、今後の経済成長の動きと合わせた地方税収の確保や歳出の重点化・効率化などに
より、地方財政を歳入面、歳出面から改革するとともに、地域活性化や経営改革にチャレンジする
地方自治体が報われ、経済社会構造の変化に適切に対応することを可能とする地方行財政制度を整
備していくことが重要である。

② 重点的取組
（地方財政の健全化、自立促進）

地方財政を健全化し自立を促進する。このため、地方税収を増やすなど歳入を充実し、国の取組
と歩調を合わせて歳出抑制を図るなど、歳入・歳出両面の改革に取り組むとともに、地方の安定的
な財政運営に必要な一般財源の総額を確保する。また、不交付団体数をリーマンショック以前の水
準にすることを目指す。

-頑張る地方の支援-
・ 地方分権を強力に推し進め地方の自由度を高めるとともに、地方交付税において、新たに、地域経
済の活性化に資する算定を行革努力と地域経済活性化の成果の２つの観点から行うこととし、頑張
る地方を息長く支援するため一定程度の期間継続する。

３． 主な歳出分野における重点化・効率化の考え方
<続き>
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「中期財政計画」（H25.8.8閣議了解）における地方行財政関係部分（抜粋）

Ⅱ．財政健全化に向けた目標

○ 経済再生が財政健全化を促し、財政健全化の進展が経済再生の一段の進展に寄与するという好循環
を目指し、持続的成長と財政健全化の双方の実現に取り組む。

○ そうした取組の下、国・地方を合わせた基礎的財政収支について、2015年度までに2010年度に比べ赤
字の対GDP比を半減、2020年度までに黒字化、その後の債務残高対GDP比の安定的な引下げを目指す。

○ 当面、平成27年度（2015年度）の目標達成に向けて、平成26年度（2014年度）及び平成27年度（2015年
度）の国・地方を合わせた基礎的財政収支の改善に注力する。平成27年度（2015年度）の目標達成のため
には、民需主導の持続的成長が実現した経済の姿の下で、国・地方を合わせた基礎的財政収支を平成25
年度（2013年度）から17兆円程度改善する必要がある。
まずは、国・地方の基礎的財政収支赤字の大宗を占める国の一般会計の基礎的財政収支赤字について
改善を図る必要があり、歳出・歳入両面で最大限努力する。

○ これらにより、国の一般会計の基礎的財政収支について、少なくとも、平成26年度及び平成27年度の各
年度４兆円程度改善し、平成26年度予算においては▲19兆円程度、平成27年度予算においては▲15兆
円程度とし、これをもって、国・地方の基礎的財政収支赤字対GDP比半減目標の達成を目指す。

○ 地方財政についても、地方財政の安定的な運営の観点を踏まえ、国の歳出の取組と基調を合わせつつ、
交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源の総額については、平成26年度
及び平成27年度において、平成25年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。

◎当面の財政健全化に向けた取組等について－中期財政計画－＜平成25年8月8日閣議了解＞

Ⅲ．平成27年度（2015年度）の目標達成に向けて

１ 基本的な取組
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２ 歳出面・歳入面の取組

○ 地方財政については、経済再生に合わせ、歳出特別枠等のリーマンショック後の危機対応モードから
平時モードへの切替えを進めていく必要があり、歳入面・歳出面における改革を進めるほか、頑張る地方
に対する支援を進める。

＜続き＞

Ⅳ．平成32年度（2020年度）の目標達成に向けて

○ 各年度の予算において、歳出面においては、無駄の排除などを通じて基礎的財政収支対象経費を極力
抑制しつつ、経済成長によりGDPを増大させることにより、基礎的財政収支対象経費の対GDP比を逓減さ
せていくことを基本とする。

○ 歳入面においては、経済成長を通じて税収の対GDP比の伸長を図っていくことを基本とする。さらに、こ
れらの努力を継続する中で、人口高齢化等を背景として増大する社会保障については、制度改革を含め
た歳出・歳入両面の取組によって財源を確保することを検討する。

○国・地方の基礎的財政収支

平成25年度（2013年度）▲34.0兆円 → 平成27年度（2015年度）▲17.1兆円程度

○国の一般会計の基礎的財政収支の目安

平成25年度

(2013年度）

平成26年度

(2014年度）

平成27年度

(2015年度）

国の一般会計の基礎的
財政収支の目安

▲23兆円 ▲19兆円程度 ▲15兆円程度

(別紙）基礎的財政収支の見通し
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「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行う

ための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」の概要 

１ 地方税法の一部改正（第１条・第２条）

(1)   地方消費税の税率の引上げ

地方消費税の税率を次のとおり引き上げる。 

 税率 消費税率換算（参考） 消費税と合わせた税率（参考） 

現行 100分の25 １％ ５％ 

平成26年４月１日～ 63分の17 1.7％ ８％ 

平成27年10月１日～ 78分の22 2.2％ 10％ 

(2)   引上げ分の地方消費税の使途の明確化 

引上げ分の地方消費税（市町村交付金を含む。）については、消費税法第１条第

２項に規定する経費（※）その他社会保障施策に要する経費に充てるものとする。 

（※）制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費

(3)   引上げ分の地方消費税に係る市町村交付金の交付基準 

引上げ分の地方消費税に係る市町村交付金については、(2)のとおり社会保障財

源化されることを踏まえ、全額人口により按分して交付する（※）。 

（※）現行分の地方消費税に係る市町村交付金の交付基準（人口：従業者数＝１：１により按分）は変更しない。 

２ 地方交付税法の一部改正（第３条～第５条）

消費税に係る地方交付税率を次のとおり変更する。 

地方交付税率 消費税率換算（参考）

現行 29.5％ 1.18％

平成26年度 22.3％ 1.40％

平成27年度 20.8％ 1.47％

平成28年度～ 19.5％ 1.52％

３ その他

(1) 地方消費税率の引上げに当たっての措置（附則第19条） 

・ 地方消費税率の引上げに当たっては、経済状況を好転させることを条件と

して実施するため、物価が持続的に下落する状況からの脱却及び経済の活性

化に向けて、平成23年度から平成32年度までの平均において名目の経済成

長率で３％程度かつ実質の経済成長率で２％程度を目指した望ましい経済成

長の在り方に早期に近づけるための総合的な施策の実施その他の必要な措置

を講ずる。 

・ 税制の抜本的な改革の実施等により、財政による機動的対応が可能となる

中で、我が国経済の需要と供給の状況、地方消費税率の引上げによる経済へ

の影響等を踏まえ、成長戦略並びに事前防災及び減災等に資する分野に資金

を重点的に配分することなど、我が国経済の成長等に向けた施策を検討する。 

・ この法律の公布後、地方消費税率の引上げに当たっての経済状況の判断を

行うとともに、経済財政状況の激変にも柔軟に対応する観点から、第１条及

び第２条に規定する地方消費税率の引上げに係る改正規定のそれぞれの施行

前に、経済状況の好転について、名目及び実質の経済成長率、物価動向等、

種々の経済指標を確認し、前２項の措置を踏まえつつ、経済状況等を総合的

に勘案した上で、その施行の停止を含め所要の措置を講ずる。

(2) その他 

    その他所要の規定の整備等を行う。
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○消費税 6.3％
国分 4.90％
交付税分 1.40％

○地方消費税 1.7％

地方分
1.54％

４％

消
費
税

消費税率（国・地方）８％時（平成26年４月～）

地方交付税分
0.34％※

消費税
（国分3.46％）

地方消費税
1.2 ％

3.8％

消
費
税

地方分
0.92％

地方交付税分
0.22％※

消費税
（国分2.08％）

地方消費税
0.7 ％

2.3％

消
費
税

引上げ後の消費税収に係る国・地方の配分

現行

※平成27年度は
0.29％

消費税率（国・地方）10％時(平成27年10月～）

地方交付税分

1.18％

地方消費税
１％

消費税
（国分2.82％）

○消費税 7.8％
国分 6.28％
交付税分 1.52％

○地方消費税 2.2％
（地方分3.10％） （地方分3.72％）

地方分
2.18％

引
上
げ
分
（社
会
保
障
給
付
に
お
け
る

国
と
地
方
の
役
割
分
担
に
応
じ
た
配
分
）

現
行
分
（
国
・地
方
の
配
分
と
地
方
分

の
基
本
的
枠
組
み
を
変
更
し
な
い
）

地方交付税分

1.18％

地方消費税
１％

消費税
（国分2.82％）

地方交付税分

1.18％

地方消費税
１％

消費税
（国分2.82％）

6



不交付団体 交付団体

歳入（Ａ）

地方消費税増加額（1.2％分）

歳入（Ａ’）

地方消費税増加額（1.2％分）

１兆３，１００億円　 ①

臨時財政対策債の減少
２，１００億円

歳出（Ｂ’）
社会保障関係費の増加額

９００億円

△５，３００億円　 ②

① ＋ ② ＝ 　７，８００億円

※上記②の減少に加え、地方交付税原資の増加に応じて臨時財政対策債が減少

　　　 　より交付・不交付団体に比例あん分した。

７，８００億円

（Ａ）－（Ｂ）＝１，２００億円 （Ａ’）－（Ｂ’）＝０

　注１： 交付団体における地方消費税増加額と社会保障関係費の増加額の差分は、従来ルールでは臨時財政対策特例加算と臨時財政

　注２： 社会保障関係費の増加額は、社会保障４経費における地方の負担割合等（平成23年12月「国と地方の協議の場」提出資料（総

　　　　 対策債で折半しているが、表上は簡略化のため、全て臨時財政対策債が減少するものとして表示した。

　　　 　務省、厚生労働省）等)に基づき、都道府県の歳出増加総額を消費税率に換算して０．３４％程度になると推計した上で、人口に

歳出（Ｂ）
社会保障関係費の増加額

地方消費税引上げに伴う都道府県の歳入・歳出の変動についての試算

※地方消費税引上げ時点(平成26年度）で
臨時財政対策債は発行していない。

7



「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税
法の一部を改正する等の法律」より 

税制の抜本的な改革及び関連する諸施策について（第７条関係）

１ 消費課税については、消費税率の引上げを踏まえて、次に定めるとおり検
討すること。

イ 低所得者に配慮する観点から、番号制度の本格的な稼動及び定着を前提
に、関連する社会保障制度の見直し及び所得控除の抜本的な整理と併せて、
総合合算制度、給付付き税額控除等の施策の導入について、所得の把握、
資産の把握の問題、執行面での対応の可能性等を含め様々な角度から総合
的に検討する。

ロ 低所得者に配慮する観点から、複数税率の導入について、財源の問題、
対象範囲の限定、中小事業者の事務負担等を含め様々な角度から総合的に
検討する。

ハ 消費税法改正の施行（平成 26 年 4 月 1 日）からイ及びロの検討の結果に
基づき導入する施策の実現までの間の暫定的及び臨時的な措置として、社
会保障の機能強化との関係も踏まえつつ、対象範囲、基準となる所得の考
え方、財源の問題、執行面での対応の可能性等について検討を行い、簡素
な給付措置を実施する。

ニ 消費税の簡易課税制度の仕入れに係る概算的な控除率については、今後、
更なる実態調査を行い、その結果も踏まえた上で、その水準について必要
な見直しを行う。 

ホ 消費税率が段階的に引き上げられることも踏まえ、消費税の円滑かつ適
正な転嫁に支障が生ずることのないよう、事業者の実態を十分に把握し、
次に定める取組を含め、より徹底した対策を講ずる。 

（１）消費税の円滑かつ適正な転嫁に資するため、事業者等が消費税の転嫁
及び価格表示等に関して行う行為についての指針を策定し、その周知徹
底を図り、相談等を行うこと。 

（２）中小事業者向けに相談の場を設置するとともに、講習会の開催等を行
うこと。 

（３）取引上の優越的な地位を利用して下請事業者等からの消費税の転嫁の
要請を一方的に拒否すること等の不公正な取引の取締り及び監視の強化
を行うこと。 

（４）競争を実質的に制限することにより対価を不当に引き上げる行為を抑
止するための独占禁止法の厳正な運用及び便乗値上げ防止のための調査、
監督及び指導を行うこと。 

（５）適正な転嫁等への取組を効果的に推進する観点から、関係行政機関の

相互の緊密な連携を確保し、総合的に対策を推進するための本部を内閣
に設置すること。 

（６）消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する観点から、私的独占の禁止及
び公正取引の確保に関する法律及び下請代金支払遅延等防止法の特例に
係る必要な法制上の措置を講ずること。 

ヘ 取引に際しての価格表示と消費税との関係については、外税、内税等に
係る様々な議論を勘案しつつ、事業者間取引、相対取引等におけるその表
示の在り方を含め、引き続き、実態を踏まえつつ、様々な角度から検討す
る。 

ト 医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定
の基準に該当するものに対し区分して措置を講ずることを検討し、医療機
関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬等の医療保険制度におい
て手当をすることとし、医療機関等の消費税の負担について、厚生労働省
において定期的に検証を行う場を設けることとするとともに、医療に係る
消費税の課税の在り方については、引き続き検討する。 

チ 住宅の取得については、取引価額が高額であること等から、消費税率の
引上げの前後における駆け込み需要及びその反動等による影響が大きいこ
とを踏まえ、一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和する観
点から、住宅の取得に係る必要な措置について財源も含め総合的に検討す
る。 

リ 消費税及び地方消費税の賦課徴収に関する地方公共団体の役割を拡大す
るため、当面、現行の制度の下でも可能な納税に関する相談を伴う収受等
の取組を進めた上で、地方公共団体における体制の整備状況等を見極めつ
つ、消費税を含む税制の抜本的な改革を行う時期を目途に、消費税及び地
方消費税の申告を地方公共団体に対して行うことを可能とする制度の導入
等について、実務上の問題点を十分に整理して、検討する。 

ヌ 酒税、たばこ税及び石油関係諸税については、個別間接税を含む価格に
消費税が課されることが国際的に共通する原則であることを踏まえ、国及
び地方の財政状況、課税対象となる品目をめぐる環境の変化、国民生活へ
の影響等を勘案しつつ、引き続き検討する。 

ル 酒税については、類似する酒類間の税負担の公平性の観点も踏まえ、消
費税率の引上げに併せて見直しを行う方向で検討する。 

ヲ 森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関する財源確保について検
討する。

ワ 燃料課税については、地球温暖化対策等の観点から当分の間税率が維持
されていること及び平成24年度以降において石油石炭税の税率の上乗せを
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行うこととしたことも踏まえ、引き続き検討する。 

カ 自動車取得税及び自動車重量税については、国及び地方を通じた関連税
制の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも
配慮しつつ、簡素化、負担の軽減及びグリーン化の観点から、見直しを行
う。

ヨ 印紙税については、建設工事の請負に関する契約書、不動産の譲渡に関
する契約書及び金銭又は有価証券の受取書について負担の軽減を検討する。 

２ 個人所得課税については、次に定めるとおり検討すること。 

イ 金融所得課税については、平成 26 年１月から所得税及び個人住民税をあ
わせて 20％の税率が適用されることを踏まえ、その前提の下、平成 24 年度
中に公社債等に対する課税方式の変更及び損益通算の範囲の拡大を検討す
る。 

ロ 給与所得控除については、給与所得者の必要経費に比して過大となって
いないかどうか等の観点から、実態を踏まえつつ、今後、その在り方につ
いて検討する。 

ハ 年金課税の在り方については、年金の給付水準や負担の在り方など今後
の年金制度改革の方向性も踏まえつつ、見直しを行う。 

ニ 個人住民税については、地域社会の費用を住民がその能力に応じて広く
負担を分かち合うという個人住民税の基本的性格（（２）において「地域社
会の会費的性格」という。）を踏まえ、次に定める基本的方向性により検討
する。 

（１）税率構造については、応益性の明確化、税源の偏在性の縮小及び税収
の安定性の向上の観点から、平成 19 年度に所得割の税率を比例税率とし
た経緯を踏まえ、比例税率を維持することを基本とする。 

（２）諸控除の見直しについては、地域社会の会費的性格をより明確化する
観点から、個人住民税における所得控除の種類及び金額が所得税におけ
る所得控除の種類及び金額の範囲内であること並びに個人住民税におけ
る政策的な税額控除が所得税と比較して極めて限定的であることを踏ま
えるとともに、所得税における諸控除の見直し及び低所得者への影響に
留意する。 

（３）個人住民税の所得割における所得の発生時期と課税年度の関係の在り
方については、番号制度の導入の際に、納税義務者、特別徴収義務者及
び地方公共団体の事務負担を踏まえつつ、検討する。 

３ 法人課税については、平成 27年度以降において、雇用及び国内投資の拡大
の観点から、実効税率の引下げの効果及び主要国との競争上の諸条件等を検
証しつつ、その在り方について検討すること。 

４ 資産課税については、次に定めるとおり検討すること。 

イ 事業承継税制について、中小企業における経営の承継の円滑化に関する
法律に基づく認定の運用状況等を踏まえ、その活用を促進するための方策
や課税の一層の適正化を図る措置について検討を行い、相続税の課税ベー
ス、税率構造等の見直しの結果に基づき講ぜられる措置の施行に併せて見
直しを行う。 

ロ 相続税について、老後における扶養の社会化が高齢者の資産の維持に寄
与している面もあることも踏まえ、課税方式を始めとした様々な角度から
引き続きその在り方を検討する。 

５ 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。

イ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革
において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置であ
ることを踏まえ、税制の抜本的な改革に併せて抜本的に見直しを行う。

ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の
在り方を見直すことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、
その際には、国と地方の税制全体を通じて幅広く検討する。

６ 番号制度については、税務における一層の適正かつ円滑な利用を確保する
観点から、番号法及び同法の整備法の公布後、納税者の利便の向上、個人番
号及び法人番号の告知、本人確認の実効性の確保並びに調書の拡充による必
要な情報の収集等に関する各種の施策について、納税者及び事業者の事務負
担等にも配慮しつつ、引き続き検討すること。 

７ 国際的な取引に関する課税については、国際的な租税回避の防止、投資交
流の促進等の観点から必要に応じて見直すとともに、国際連帯税について国
際的な取組の進展状況を踏まえつつ、検討すること。 

８ 年金保険料の徴収体制強化等について、歳入庁その他の方策の有効性、課
題等を幅広い観点から検討し、実施すること。 
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軽減税率導入による税収への影響 ※ 平成25年１月24日 与党税制改正大綱（抄）
第一の２の（３）③その他消費税引上げに係る措置
イ 軽減税率
○消費税率の10％引上げ時に、軽減税率制度を導入することをめざす。

消費税
（国）

交付税法定率分

交付税法定率分

地方消費税分
交付税法定率分 交付税法定率分

地方消費税分
地方消費税分 地方消費税分

消費税
（国）

消費税（国）

消費税（国）

消費税（国）

交付税法定率分
交付税法定率分

地方消費税分 地方消費税分

消費税
（国）

引

上

げ

分

５

％

現
行
分
５
％

30.8%

43.6%

合計

３７．２％

（地方分）

軽減税率導入前

引
上
げ
分
？
％

現
行
分
５
％

30.8%

43.6%

合計

？ ％

（地方分）

軽減税率導入後

減収

※ 軽減税率を実際に導入する際には、地方消費税や地方交付税の総額が減少することから、地方の

社会保障財源に影響を与えることのないよう地方税財源を確保する方策が同時に講じられるべき。

富山県資料
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「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」

第７条（税制の抜本的な改革及び関連する諸施策について）第１号『消費課税について』 に反映

社会保障と税の一体改革関連法案に関する三党合意（抜粋） H24．6．15

【税制分野】

▽第７条（消費税率引き上げに当たっての検討課題等）について

消費税率の引き上げに当たっては、低所得者に配慮した施策を講ずることとし、以下を確認する。

（１）「低所得者に配慮する観点から、給付付き税額控除等の施策の導入について、所得の把握、資産の把握

の問題、執行面での対応の可能性等を含めさまざまな角度から総合的に検討する」旨の条文とする。

また、「低所得者に配慮する観点から、複数税率の導入について、財源の問題、対象範囲の限定、中小

事業者の事務負担等を含めさまざまな角度から総合的に検討する」旨の条文とする。

（２）簡素な給付措置については、「消費税率（国・地方）が８％となる時期から低所得者に配慮する給付付

き税額控除等および複数税率の検討の結果に基づき導入する施策の実現までの間の暫定的および臨時的な

措置として実施する」旨の条文とする。

その内容については、真に配慮が必要な低所得者を対象にしっかりとした措置が行われるよう、今後、

予算編成過程において、立法措置を含めた具体化を検討する。簡素な給付措置の実施が消費税率（国・地

方）の８％への引き上げ条件であることを確認する。

11



平成25年度与党税制改正大綱（抜粋）

③その他消費税引上げに係る措置

イ 軽減税率

○ 消費税率の10％引き上げ時に、軽減税率制度を導入することをめざす。

○ そのため与党税制協議会で、速やかに下記事項について協議を開始し、本年12月予定の2014年度

与党税制改正決定時までに、関係者の理解を得た上で、結論を得るものとする。

○ 与党税制協議会に軽減税率制度調査委員会を設置し、適宜、検討状況を与党税制協議会に中間報告

をする。

○ 協議すべき課題

・対象、品目

・軽減する消費税率

・財源の確保

・インボイス制度など区分経理のための制度の整備

・中小事業者等の事務負担増加、免税事業者が課税選択を余儀なくされる問題への理解

・その他、軽減税率導入にあたって必要な事項

第一 平成25年度税制改正の基本的考え方

２ 社会保障・税一体改革の着実な実施（3）消費税引上げに伴う対応
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消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための

消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法

第１ 消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関する特別措置
消費税の転嫁拒否等の行為を取締り、当該行為を是正又は防止するために必要な法制上の措置を講じる。

大規模小売事業者による買いたたき等の禁止、転嫁拒否の行為に対する検査・指導等

第２ 消費税の転嫁を阻害する表示の是正に関する特別措置
消費者の誤認を招き、他の事業者による円滑な転嫁を阻害する宣伝・広告等を是正又は防止するために
必要な法制上の措置を講ずる。

消費税を転嫁していない旨の表示等の禁止

第３ 価格の表示に関する特別措置
消費税の総額表示義務について、表示する価格がその時点における税込価格であると誤認させないため
の措置を講じている場合に限り、税込価格を表示することを要しないための必要な法制上の措置を講じる。

総額表示義務の特例措置

第４ 消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行為に関する特別措置
事業者又は事業者団体が行う転嫁カルテル及び表示カルテルについて、消費税導入時と同様の独占禁止
法の適用除外制度を設ける。

適用除外となる共同行為の例 統一的な価格表示方法の決定など

＜政令で定める日から施行し，平成２９年３月３１日限りでその効力を失う＞

消費税率の引上げに際し、特定事業者による消費税の転嫁拒否等の行為を迅速かつ効果的に是正するた
めの特別措置など、所要の法整備を講ずることにより、消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保することを目的と
する。

目 的

概 要

１．国民に対する後方の徹底 ２．通報した者の保護等に関する万全の措置
３．調査、監視を行うための万全な態勢の整備

国等の責務
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地方消費税増加額の基準財政収入額への算入率について

◎従来分 ◎従来分
   【歳出】 2,000億円    【歳出】 2,000億円
   【歳入】地方税1,500億円、地方交付税500億円    【歳入】地方税1,000億円、地方交付税1,000億円

◎社会保障と税の一体改革 ◎社会保障と税の一体改革
   【社会保障歳出】＋100億円    【社会保障歳出】＋100億円
   【地方消費税収】＋150億円    【地方消費税収】  ＋50億円

    従来の歳出　2,000億円

○　基準財政収入額の算入率が75％の場合

    税収　1,500億円

    税収　1,000億円

○　基準財政収入額の算入率が100％の場合

    税収　1,500億円

    税収　1,000億円

B県

Ａ県 Ｂ県

   交付税　1,050億円

地方消費税収  150億円

社会保障歳出増　100億円

　　　　 交付税　1,037.5億円

A県

地方消費税収  150億円

地方消費税収
50億円

     交付税  450億円

      交付税　462.5億円

地方消費税収
50億円

B県

A県
財源超過

12.5億円

△37.5億円（100億円×75％－150億円×75％）

37.5億円(100億円×75％－50億円×75％）

△50億円(100億円×100％－150億円×100％）

50億円(100億円×100％－50億円×100％）

地方消費税収と

社会保障給付水

準の差異を解消

財源不足

12.5億円

基準財政収入額算入率を１００％（現行：７５％）に引き上げることによって、
全ての地方公共団体の社会保障財源を確保
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三位一体改革への対応
国庫補助金負担の改革に伴う地方負担額を全額基準財政需要額に算入し、税源移譲による増収額を
１００％基準財政収入額に算入することにより、財政力の格差が拡大しないよう確実に交付税で調整

※平成18年度は所得譲与税として税源移譲、平成19年度以降は所得税から個人住民税への税源移譲

【改革前の姿】

国庫補助負担金

交付税及び地方税

【財政力が弱く、削減された補助金額に比べ税源移譲が少ない団体】

地 方負担

地 方 負 担

税源 移譲
１００％

税 源 移譲 １００％

【改 革 後】

【財政力が強く、削減された補助金額に比べ税源移譲が多い団体】

交付税

交付税

格差は拡大
しない

廃
止
・縮
減

財
源
措
置
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引上げ後の地方消費税の清算方法について

社会保障財源を確保するため地方消費税を引き上げる経緯にも鑑み、「消費に相当
する額」の算定における「人口」の比率を高める方向で見直すことを検討すべき。

１／２

１／２

６／８

１／８

１／８従 業 員 数

一 般 財 源

引上げ分（１．２％分）

従 業 員 数

一 般 財 源

引上げ分（１．２％分）

小売年間販売額
サービス業対個人事業収入額

人　口

使　途 交付基準又は清算基準区　分

都道府県税収（清算後）の
１／２を交付 社会保障財源

人　口

　消費に相当する額

都
道
府
県 「消費に相当する額」により

都道府県間で清算 社会保障財源

市
町
村

現行分（１％分） 人　口

現行分（１％分）

地方消費税交付金

【社会保障財源化に伴い全額人口で按分】

地方消費税

16



地方消費税の清算について

○ 『最終消費』代替指標としての人口

・ 清算基準の基礎となる『最終消費』の算出に際し、統計で把握できるものは統計を用いることを
原則としつつ、正確に都道府県ごとの『最終消費』が把握できないものについては、ドイツで採られ
ているように消費代替指標として『人口』を用いることも理論的には十分合理的な考え方である。

○ 供給サイドの統計の利用

・ 現在の清算基準では統計上の制約から『購入地』における消費の額を把握する供給サイドの統計
を用いているが、この統計の数値と『居住地』における消費の額を把握する需要サイドの数値との間
にはズレがある。

・ このズレは正確に補正することができないことから、清算基準に反映させるためには…（次の）方向性
が考えられる。

○ 正確なズレは統計で把握できないことを踏まえ、『居住地』における消費を代替する指標として
人口が考えられることから、統計でカバーする範囲を狭め、人口で清算する範囲を広げることに
より対応するという考え方

地方消費税の清算基準に関する研究会報告書（抜粋）H20.4 (財)地方自治情報センター

○地方消費税の清算は、最終消費地と税収の最終的な帰属地を一致させる仕組み。

○清算は、財政調整や偏在是正のために行われるものではない。
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この法律は、税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置とし

て、法人の事業税（地方税法 （昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定により法人の行う事業に対して課する

事業税をいう。以下同じ。）の税率の引下げを行うとともに、地方法人特別税を創設し、その収入額に相当する額を

地方法人特別譲与税として都道府県に対して譲与するために必要な事項を定めるものとする。

法
人
事
業
税

（改正前）

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

地
方
法
人

特
別
税

（改正後）

法
人
事
業
税

地
方
法
人

特
別
譲
与
税

2.6兆円
（消費税１％相当）

１／２ 人口
１／２ 従業者数

により按分・譲与(注4)

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

１ 制度創設（平成20年度改正）時の、平成20年度当初の税収見込みをもととした地方法人特別税・譲与税の規模（平年度化後）。なお、平成23年度当初の税収見込をも

ととした場合は、その規模は1.6兆円（平年度化後）に縮小すると見込まれる。

２ 地方法人特別税（国税）は、都道府県が、法人事業税と併せて賦課徴収。

３ 地方法人特別税の課税標準は、法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）。

４ 都道府県が賦課徴収した地方法人特別税の税収は、その全額を、地方法人特別譲与税として、都道府県に譲与。

(注2)

(注3)

3.2兆円

(注1)

制度創設時

制度創設時

※平成20年10月1日より施行

(注)

※ 地方消費税交付金の
交付基準と同様

地方法人特別税・譲与税のイメージ

地方法人特別税及び地方法人特別譲与税（イメージ）
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※地方法人特別税は、平成23年２月から平成24年１月までに国に払い込まれた額。
※地方法人特別譲与税は、平成23年度５月、８月、11月、２月期の譲与額の合計。（東京都は加算額46億円を含む。）

（単位：億円）

北海道 431 643 212 滋賀県 204 166 ▲ 38
青森県 90 158 68 京都府 310 314 4
岩手県 88 155 67 大阪府 1,296 1,130 ▲ 166
宮城県 234 279 44 兵庫県 557 635 78
秋田県 67 127 60 奈良県 75 145 71
山形県 82 139 57 和歌山県 82 114 32
福島県 201 239 38 鳥取県 46 69 23
茨城県 338 346 8 島根県 65 86 20
栃木県 225 240 15 岡山県 209 228 18
群馬県 219 242 23 広島県 344 348 5
埼玉県 574 770 196 山口県 158 170 13
千葉県 541 651 110 徳島県 105 91 ▲ 14
東京都 3,502 1,991 ▲ 1,510 香川県 125 121 ▲ 5
神奈川県 905 991 86 愛媛県 158 167 9
新潟県 261 287 26 高知県 46 87 40
富山県 132 137 5 福岡県 425 600 175
石川県 143 145 3 佐賀県 86 100 14
福井県 131 100 ▲ 31 長崎県 109 163 54
山梨県 137 103 ▲ 34 熊本県 136 206 70
長野県 197 260 63 大分県 100 140 40
岐阜県 224 247 23 宮崎県 88 130 42
静岡県 492 463 ▲ 29 鹿児島県 113 196 83
愛知県 1,055 933 ▲ 121 沖縄県 99 155 56
三重県 223 221 ▲ 2 合計 15,427 15,427 0

※地方法人特別譲与税額は、各都道府県の人口（8月譲与分まではH17国勢調査、11月譲与分からはH22国勢調査）及び
　従業者数（5月譲与分はH18事業所企業統計調査、8月譲与分からはH21経済センサス基礎調査）で按分。
※四捨五入により計が一致しないところがある。

地方法人
特別譲与税

Ｂ

増減

Ｂ－Ａ＝Ｃ
都道府県

地方法人特別税

Ａ

地方法人
特別譲与税

Ｂ

増減

Ｂ－Ａ＝Ｃ
都道府県

地方法人特別税

Ａ

平成２３年度地方法人特別譲与税による影響額実績
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（注１） 地方税収計の税収額は、地方法人特別譲与税の額を含み、超過課税及び法定外税等を除いたものである。
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（注５） 人口は、平成24年３月31日現在の住民基本台帳人口による。
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最大／最小：２．５倍

３５．２兆円

最大／最小：５．３倍

４．６兆円

最大／最小：２．３倍

８．９兆円
最大／最小：２．９倍

１１．１兆円

最大／最小：１．８倍

２．６兆円
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※ H25.3.21 都道府県・指定都市担当課長説明会 内閣官房資料 
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※ 社会保障・税番号制度に関する国と地方の事務レベルの協議の場（Ｈ25.6.24）内閣官房資料をもとに作成 

※ 法附則第６条 
 政府は、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案し、個人番号の利用及び情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の提供の範囲を拡大すること並びに特定個人情報以外の情報の提供に情報提供ネットワークシステムを活用することができるように
することその他この法律に基づいて、国民の理解を得つつ、所要の措置を講ずるものとする。 
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・ 付番関連システム（個人番号、法人番号） ・・・・・・・・・約160億円
・ 情報提供ネットワークシステム
・ マイ・ポータル ・・・・・・・・・・・約190億円
・ 特定個人情報保護委員会システム

各機関における個人番号や法人番号を処理するためのシステム改修は毎年の制度改正に対応した
システム改修や定期的なシステムリプレイスと併せて対応する必要がある。
・ 国の業務システム

年金システム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・精査中（最大約186億円）
ハローワークシステム ・・・・・・・・・・・・・・・・精査中（最大約155億円）
労災システム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・精査中（最大約26億円）
国税システム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・精査中（最大約380億円）

・ 地方公共団体の業務システム
社会保障システム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・精査中（最大約900億円）
住基システム
地方税システム ・・・・・・精査中（最大約700億円）
地方公共団体の情報連携対応

・ 通知カード ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・精査中
・ 個人番号カード ・・・・・・・・・・・・・・・・精査中

○新規に必要なシステム 約350億円

○既存システムの改修等 精査中（最大約2350億円）

○その他

番号制度の導入に伴う費用（見込額）

全国知事会情報化推進ＰＴ（内閣官房資料）より作成

システム導入・改修費 約2,700億円･････上記の合計（うち地方公共団体分は約1,600億円）
〃 運用費 約270～400億円･････（一般論として）導入費用の10～15％（参議院内閣委員会大臣答弁）
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平成25年度与党税制改正大綱（抜粋）

第一 平成25年度税制改正の基本的考え方

② 車体課税の見直し
自動車取得税及び自動車重量税については、税制抜本改革法第７条第１号カにおいて、国及び地方を通じた関

連税制の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減、
グリーン化を図る観点から、見直しを行うこととされている。

イ 自動車取得税については、安定的な財源を確保して、地方財政への影響に対する適切な補てん措置を講じる
ことを前提に、地方団体の意見を踏まえながら、以下の方向で抜本的な改革を行うこととし、平成26年度税制
改正で具体的な結論を得る。
（イ）自動車取得税は、二段階で引き下げ、消費税10％の時点で廃止する。消費税８％の段階では、エコカー
減税の拡充などグリーン化を強化する。必要な財源は別途措置する。

（ロ）消費税10％段階で、自動車税において、自動車取得税のグリーン化機能を踏まえつつ、一層のグリーン
化の維持・強化及び安定的な財源確保の観点から、地域の自主性、自立性を高めつつ、環境性能等に応じた
課税を実施することとし、他に確保した安定的な財源と合わせて、地方財政へは影響を及ぼさない。

ロ 自動車重量税については、以下の方向で見直しを行うこととし、平成26 年度税制改正で具体的な結論を得る。
（イ）エコカー減税制度の基本構造を恒久化する。消費税８％段階では、財源を確保して、一層のグリーン化
等の観点から、燃費性能等に応じて軽減する等の措置を講ずる。今後、グリーン化機能の維持・強化及び安
定的な財源確保の観点から、環境性能に応じた課税を検討する。

（ロ）自動車重量税については、車両重量等に応じて課税されており、道路損壊等と密接に関連している。今
後、道路等の維持管理・更新や防災・減災等の推進に多額の財源が必要となる中で、原因者負担・受益者
負担としての性格を明確化するため、その税収について、道路の維持管理・更新等のための財源として位置
づけ、自動車ユーザーに還元されるものであることを明らかにする方向で見直しを行う。その際、その税収
の一部が公害健康被害補償の財源として活用されていることにも留意する。

２ 社会保障・税一体改革の着実な実施（3）消費税引上げに伴う対応
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平成２５年度与党税制改正大綱に対する地方六団体共同声明（抜粋）

「平成25年度与党税制改正大綱」について＜平成25年1月24日 地方六団体＞

１ 自動車取得税について

自動車取得税については、消費税８％の段階でエコカー減税の拡充などグリーン化を強化し、消費税10％

の時点で廃止する方向で改革を行うことは明記する一方、その代替財源については、消費税10％段階で自動

車税において新たな課税を実施するなど、地方財政へは影響を及ぼさないとの方向が示されているものの、

その具体的な措置が明記されなかったことは、誠に遺憾である。

自動車取得税は、道路特定財源として創設され、平成 21年度に一般財源化された以降も、それを大きく上

回る道路の維持・整備費の貴重な財源となっており、道路や橋梁、トンネルなどの老朽化に対する安全確保

が求められる今日、都道府県及び市町村の重要税源として不可欠なものとなっている。

平成26年度税制改正に向けた検討に当たっては、地方団体の意見を十分踏まえ、都道府県及び市町村に減

収が生ずることのないよう、地方税又は少なくとも地方譲与税による安定的な税財源を確保するべきであり、

この措置が同時に実施されない限りは、自動車取得税は廃止するべきではないことを強く求める。

平成25年1月24日
地方六団体

全 国 知 事 会 会 長 山田 啓二
全国都道府県議会議長会会長 山本 教和
全 国 市 長 会 会 長 森 民夫
全 国 市 議 会 議 長 会 会 長 関谷 博
全 国 町 村 会 会 長 藤原 忠彦
全国町村議会議長会会長 髙橋 正
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407/1,000

自動車取得税・自動車重量税と地方財政

○ 自動車重量税及び自動車取得税の収入のうち、半分強（５,０００億円）は、地方の

財源（特に市町村にとって貴重な安定財源）。

自動車重量税７，５５１億円
（国税）

自動車取得税１，６７８億円
（都道府県税） 95/100×7/10

＋（指定市管理の
国県道分）

平成23年度決算

計 ９，２９９億円

（市町村分） ３，０７３億円

（市町村分） １，１５３億円

【（都道府県分） ５２５億円】

地方財源 ４，７５１億円
（うち都道府県分 ５２５億円）
（うち市町村分 ４，２２６億円）

３，６９２億円

２，９６０億円

【１，２８７億円】

計
７，９３９億円
（１，２８７億円）
（６，６５２億円）

＜自動車取得税交付金＞

（参考）
平成19年度決算

（エコカー減税導入前）

＜自動車重量譲与税＞

⑲決算 １５，３４５億円

▲６，０４６億円

H23－H19
差 引

約▲６２０億円

約▲１，８１０億円

約▲７７０億円

約▲３，２００億円

（約▲７７０億円）

（約▲２，４３０億円）

※H25.5.31 第１回自動車関係税制のあり方に関する検討会資料をもとに作成
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地方における道路関係費の財源構成 (H２３決算）

（兆円）
【歳出】 【財源内訳】

(４．２兆円） (４．２兆円）

　０．１　人件費・物件費

０．０６

　０．２　維持補修費

自動車取得税×0.3

普
通
建
設
事
業
費

１．８ １．２
補助・直轄等

０．７
単独

２．１
公債費

（H18決算仮置き）

２．１
公債費見合い
一般財源等

（H18決算仮置き）

０．６
国支出金等

１．０
地方債

０．３
一般財源等

０．３
一般財源等

（兆円）
【歳出】 【財源内訳】

(２．９兆円） (２．９兆円）

０．１２

０．３１
自動車重量譲与税

自動車取得税交付金
（自動車取得税×0.7)

普
通
建
設
事
業
費

１．１
０．４

補助・直轄等

０．６
単独

１．３
公債費

（H18決算仮置き）

１．３
公債費見合い
一般財源等

（H18決算仮置き）

０．３
維持修繕費

０．３
人件費・物件費 ０．５

一般財源等

０．３
国支出金等

０．４
地方債

０．４
一般財源等

都道府県 市町村

（総務省資料、「地方財政統計年報」より作成）
※　政府・与党において、平成20年12月8日に「道路特定財源の一般財源化等について」が決定され、平成21年度から実施された。

（注１）表示単位未満の四捨五入の関係で、積上げと合計が一致しない場合がある。

（注２）純計操作のため、都道府県から市町村への普通建設事業費補助金を都道府県決算から控除している。

富山県試算
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（注）１　各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

　　　２　国税は予算額（特別会計を含む）、地方税は、超過課税及び法定外税を含まない。

　　　３　国税は地方法人特別税を除いた額、地方税は地方法人特別譲与税を加えた額である。

〔
地
方
税
内
訳
〕

国税・地方税の税収内訳（平成25年度予算・地方財政計画額）

個人市町村民税

34.9％

70,259億円

個人

道府県民税

30.9％

48,353億円

個人住民税
33.1％

118,612億円

所得税

30.8％

138,980億円

法人市町村民税

8.9％

17,836億円

地方

法人二税

30.6％

47,874億円

地方法人二税

18.4％

65,710億円

法人税

19.3％

87,140億円

地方消費税

17.0％

26,650億円

地方消費税

7.4％

26,650億円

消費税

23.6％

106,490億円

固定資産税

42.3％

85,058億円

固定資産税

23.8％

85,058億円

自動車税

9.9％

15,497億円

軽油引取税

5.9％

9,233億円

都市計画税

6.0％

11,988億円

その他

7.9％

16,156億円

その他

5.7％

9,037億円

その他

17.3％

61,911億円

その他

26.3％

117,895億円

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000１０兆円 ２０兆円 ３０兆円 ４０兆円 ５０兆円

・法人住民税 6.9％ 24,636億円

・法人事業税 11.5％ 41,074億円

(うち地方法人特別譲与税 17,643億円)

（合計）

19,249億円

(地方税収全体に占める割合)

約５％

・

・

・

・

国 税

450,505億円

地方税合計

357,941億円

道府県税

156,644億円

市町村税

201,297億円

〔
地
方
税
内
訳
〕

自動車税 15,497億円
自動車取得税 1,900億円
軽自動車税 1,852億円

自動車重量税 3,860億円

H25.5.31 第１回自動車関係税制のあり方に関する検討会資料
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〔石 炭〕
〔天然ガス、石油ガス等〕 〔原油及び石油製品〕

石
油
石
炭
税
（
国
税
）

軽油引取税
【当分の間税率】

税率:17.1円／ℓ
税収:4,919億円

揮
発
油
税

【
当
分
の
間
税
率
】

地
方
揮
発
油
税

【
本
則
税
率
】

地
方
揮
発
油
税

【
当
分
の
間
税
率
】

地方揮発油税
（国税）

揮発油税
（国税）

軽油引取税
（地方税）

地球温暖化対策のための税

地球温暖化対策のための税（H24.10.1施行。税率は段階的に引上げ）

【経過措置】 石炭 ガス状炭化水素 原油・石油製品

H24.10.1  220円/t 260円/t 250円/kl
H26.  4.1 440円/t 520円/t         500円/kl
H28.  4.1 670円/t 780円/t 760円/kl

ＣＯ２排出量に応じた税率を上乗せ

軽油引取税
【本則税率】

税率:15.0円／ℓ
税収:4,314億円

揮
発
油
税

【
本
則
税
率
】

税率:24.3円／ℓ
税収:12,830億円

税率:24.3円／ℓ
税収:12,830億円

税率:4.4円／ℓ
税収:2,332億円

税率:0.8円／ℓ
税収:424億円

税率:700円／t 税率:1,080円／t
税率:2,040円／kℓ

税収:
6,500億円

税収:2,623億円（平年度）

〔石 炭〕税率:670円／t

※税収は、地球温暖化対策のための税を除き、
平成25年度予算・地方財政計画ベース

第三 検討事項
10 地球温暖化対策は、エネルギー起源ＣＯ２排出抑制対策と森林吸収源対策の両面か
ら推進する必要がある。このうち、エネルギー起源ＣＯ２排出抑制のための諸施策を実施
する観点から、地球温暖化対策のための石油石炭税の税率の特例措置が講じられてい
る。

一方、森林吸収源対策については、国土保全や地球温暖化防止に大きく貢献する森
林・林業を国家戦略として位置付け、ＣＯ２吸収源対策として造林・間伐などの森林整備
を推進することが必要である。

このため、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消
費税法の一部を改正する等の法律」第７条の規定に基づき、森林吸収源対策及び地方
の地球温暖化対策に関する財源の確保について早急に総合的な検討を行う。

平成25年度与党税制改正大綱（抜粋）

税制の抜本的な改革及び関連する諸施策について（第７条関係）
１ 消費課税については、消費税率の引上げを踏まえて、次に定めるとおり検討すること。

ヲ 森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関する財源確保について検討する。

消費税法改正法（概要）（抜粋）

〔天然ガス、石油ガス等〕税率:780円／t 〔原油及び石油製品〕税率:760円／kℓ
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平成22年度予算額

合計 約1兆6,400億円
（都道府県：約9,200億円、市町村：約7,200億円）

CO2、メタン、一酸化二窒素、
代替フロン等に関する対策
・公共交通機関の利用促進
・太陽光発電設備の導入促進
・家庭用廃食油の資源化の促進

約1兆1,400億円

温室効果ガス吸収源対策
・森林整備事業

約4,700億円

その他の対策
・温暖化対策地域推進計画の策定
・温室効果ガス排出量の調査、公表

約300億円

合計 約1兆6,400億円

平成22年度予算額

合計 約1兆1,284億円

京都議定書6%削減約束に
直接の効果があるもの

5,029億円

温室効果ガスの削減に
中長期的に効果があるもの

3,405億円

その他結果として温室効果ガスの
削減に資するもの

2,167億円

基盤的施策など 683億円

合計 1兆1,284億円

地球温暖化対策について

地方公共団体の地球温暖化対策 国の地球温暖化対策

地方は、国以上に、地球温暖化対策推進の上で大きな役割を担っている。

※ 総務省が予算額を調査し作成したもの。 ※環境省報道発表資料を基に総務省が作成したもの。

平成22年10月28日政府税調提出資料

30



「消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について」（H25.10.1閣議決定）(抜粋)

経済再生を進めながら財政再建との両立を図っていくことの重要性並びに増大する社会保障の持続性

と安心の確保及び我が国の信認維持といった社会保障と税の一体改革の趣旨を踏まえつつ、社会保障の

安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律（以下

「税制抜本改革法」という。）附則第18条及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革

を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律附則第19条の規定に基づき、以下のとお

り経済状況等を総合的に勘案した検討を行った結果、消費税率（国・地方）については、平成26年４月

１日に５％から８％へ引き上げることを確認する。

これに伴い、消費税率の引上げによる反動減を緩和して景気の下振れリスクに対応するとともに、そ

の後の経済の成長力の底上げと好循環の実現を図り持続的な経済成長につなげるため、下記４．の

とおり経済政策パッケージを決定し、デフレ脱却と経済再生に向けた道筋を確かなものとする。

４．消費税率引上げにあたっての対応

（１）成長力底上げのための政策

① 成長戦略関連施策の当面の実行方針

② 投資減税措置等
「日本再興戦略」に沿って、民間投資を活性化するため、「民間投資活性化等のための税制改正大

綱」(平成25年10月1日)(以下「与党税制改正大綱」という。)に基づき、政策税制を実施する。

特に、日本の経済社会の風景を変える大胆な規制・制度改革を実行していくための突破口として、「居
住環境を含め、世界と戦える国際都市の形成」、「医療等の国際的イノベーション拠点整備」といった観
点から、特例的な措置を組み合わせて講じ、成長の起爆剤となる世界で一番ビジネスがしやすい環境を創
出するため、「国家戦略特区」の具体化を進める。

②に示す投資減税措置等により、民間投資・産業新陳代謝の促進を図る。
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（６）転嫁対策＜省略＞

（７）復興の加速等

消費税率の引上げに際し、東日本大震災の被災地の復旧・復興に支障が生じないよう、全力で復旧・復
興の加速に取り組む。そのため、前述のとおり、下記の措置を講じる。

② その対策の中で、復興特別法人税を廃止する場合は復興財源を補填する。

（５）住宅取得等に係る給付措置、車体課税の見直し

自動車取得税及び自動車重量税については、経済情勢に配慮する観点から、消費税率引上げの前後にお
ける駆け込み需要及び反動減の緩和も視野に入れ、税制抜本改革法第７条第１号カに基づき、国及び地方
を通じた関連税制の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡
素化、負担の軽減、グリーン化を図る観点から、見直しを行う。

（４）簡素な給付措置＜省略＞

（３）新たな経済対策の策定

新たな経済対策については、来年度４～６月期に見込まれる反動減を大きく上回る５兆円規模とし、３％
の消費税率引上げによる影響を大幅に緩和するとともに、経済の成長力の底上げによる成長軌道への早期の
復帰に対応する。これにより、成長の果実を地域の隅々にまで浸透させていく。
今後、来年度予算と併せて具体化し、景気や税収の動向を見極めた上で、12月上旬に新たな経済対策の策

定を行う。その上で、これらの施策を実行するための平成25年度補正予算を､来年度予算と併せて編成する。

（２）「政・労・使」の連携による経済の好循環の実現

足元の経済成長を賃金上昇につなげることを前提に、復興特別法人税の一年前倒しでの廃止について検討
する。その検討にあたっては、税収の動向などを見極めて復興特別法人税に代わる復興財源を確保すること、
国民の理解、なかでも被災地の方々の十分な理解を得ること、及び復興特別法人税の廃止を確実に賃金上昇
につなげられる方策と見通しを確認すること等を踏まえたうえで､12 月中に結論を得る｡

③ 車体課税の見直し

<続き>
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民間投資活性化等のための税制改正大綱（平成25年10月1日）<抜粋>

法人課税・設備投資減税

第一 基本的考え方
法人課税については、企業の国際競争力や立地競争力の強化のため、国・地方を合わせた表面税率である法人

実効税率を引き下げるべきとの意見がある。わが国が直面する産業構造や事業環境の変化の中で、法人実効税率
引下げが雇用や国内投資に確実につながっていくのか、その政策効果を検証する必要がある。表面税率を引き下
げる場合には、財政の健全化を勘案し、ヨーロッパ諸国でも行われたように政策減税の大幅な見直しなどによる
課税ベースの拡大や、他税目での増収策による財源確保を図る必要がある。こうした点を踏まえつつ、法人実効
税率の在り方について、今後、速やかに検討を開始することとする。

第二 具体的内容 一 民間投資の活性化
（地方税）〔新設〕
１ 生産性の向上につながる設備投資を促進するための税制措置（生産性向上設備投資促進税制）の創設
産業競争力強化法（仮称）の制定に伴い、中小企業者等が、同法の施行の日から平成29年３月31日までの間に、

生産等設備を構成する機械装置、工具、器具備品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウエアで、同法に規
定する生産性向上設備等（仮称）に該当するもののうち、一定の規模以上のものの取得等をして、その生産性向
上設備等を国内にあるその中小企業者等の事業の用に供した場合に選択適用できることとされる法人税の特別償
却又は税額控除を法人住民税及び法人事業税に適用する。

その他

≪車体課税≫
自動車取得税及び自動車重量税については、経済情勢に配慮する観点から、消費税率引上げの前後における駆

け込み需要及び反動減の緩和も視野に入れ、税制抜本改革法第７条第１号カに基づき、国及び地方を通じた関連
税制の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減、
グリーン化を図る観点から、見直しを行う。

≪償却資産課税≫
固定資産税の償却資産課税に関する税制措置については、固定資産税が基礎的自治体である市町村を支える安定

した基幹税であることを踏まえ、政策目的とその効果、補助金等他の政策手段との関係、市町村財政への配慮、実務上
の問題点など幅広い観点から、引き続き検討する。
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(%)

出典：財務省ホームページをもとに作成。
（注）１　日本の実効税率は、法人事業税及び地方法人特別税が損金算入されることを調整した上で、「法人税」「法人住民税」「法人事業税」
　　　　「地方法人特別税」の税率を合計したものであり、資本金１億円超の法人の税率である。
　　　２　アメリカの「地方税」は、ニューヨーク市（州法人税（付加税含む）、市法人税）、カリフォルニア州（州法人税）の例である。
　　　３　フランスでは、法人所得課税のほか、法人概算課税及び国土経済税（地方税）等が課税される。
　　　４　ドイツの実効税率は、付加税（法人税額の5.5％）を含めたものである。ドイツの「地方税」は、全ドイツ平均（賦課税率388％）
　　　　である。ドイツの「国税」のうち、法人税は連邦と州の共有税（50:50）、連帯付加税は連邦税であり、「地方税」である営業税は、
　　　　営業収益を課税標準とする市町村税である。
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＜＋１７．３％＞

1.1兆円

2.2兆円

2.6兆円

2.3兆円

2.3兆円 2.3兆円

6.1兆円

5.4兆円

2.8兆円

一般会計特例加算

（1/2） 3.8兆円

（２３．６兆円）
＜＋０．２％＞

（1/2） 3.8兆円

国税５税分

10.7兆円

その他
1.5兆円

機構準備金の活用　0.35兆円

別枠加算　1.1兆円

1.4兆円

1.4兆円

（２４．６兆円）

7.7兆円

3.1兆円

3.2兆円

（1/2） 5.5兆円 （1/2）

2.6兆円

国税５税分

9.5兆円

一般会計特例加算

（1/2） 5.4兆円

その他　0.5兆円
覚書加算　0.5兆円

別枠加算　1.0兆円

＜＋１５．０％＞

Ｈ２１

（１５．８兆円）
＜＋２．７％＞

（２１．０兆円）

国税５税分

11.8兆円

一般会計特例加算

（1/2） 2.8兆円

（1/2） 2.2兆円

特会借入(地方負担分)

（1/4） 1.4兆円

（1/2） 3.2兆円

（1/2） 3.2兆円

（1/4）

国税５税分

11.1兆円

3.9兆円

国税５税分

12.0兆円

その他

一般会計特例加算

（1/2） 2.2兆円

2.8兆円

国税５税分

13.8兆円

その他
2.2兆円

その他
1.7兆円

国税５税分

13.3兆円

特会借入(国負担分)

特会借入(地方負担分)

一般会計特例加算
（1/4）

一般会計特例加算

（3/8） 3.1兆円

（1/4） 1.4兆円

1.4兆円

特会借入(国負担分)

国税５税分

12.6兆円

その他
1.7兆円

国税５税分

10.6兆円

その他

特会借入(国負担分)
（1/8)　　1.0兆円

特会借入(地方負担分)
（1/8)　　1.0兆円

（3/8）

3.2兆円

0.1兆円

1.9兆円

3.9兆円

（1/2）

一般会計特例加算

（1/2）

国税５税分

14.6兆円

その他
0.6兆円

2.6兆円

0.7兆円

国税５税分

12.5兆円

その他
2.7兆円

地方交付税と臨時財政対策
債の合算額

（２１．８兆円）
＜＋１．８％＞

（２２．８兆円）
＜＋４．５％＞

一般会計特例加算
(1/2)　　　0.7兆円

2.9兆円

（1/2）

4.2兆円

0.3兆円

5.9兆円

その他
1.8兆円

一般会計特例加算

（1/2）

（１８．８兆円）（２３．９兆円） （２１．１兆円）

5.5兆円

0.3兆円

Ｈ１２ Ｈ１３

（２０．３兆円）
＜△５．０％＞

（２１．４兆円）
＜＋２．６％＞

Ｈ１４

（１９．５兆円）
＜△４．０％＞

Ｈ１５

（１８．１兆円）
＜△７．５％＞

Ｈ１６

（１６．９兆円）
＜△６．５％＞

Ｈ１７

（１６．９兆円）
＜＋０．１％＞

Ｈ１８

（１５．９兆円）
＜△５．９％＞

Ｈ１９

（１５．２兆円）
＜△４．４％＞

Ｈ２０

（１５．４兆円）
＜＋１．３％＞

Ｈ２２

（１６．９兆円）
＜＋６．８％＞

国税５税分

14.5兆円

その他　0.4兆円

（1/2） 2.8兆円

その他
0.9兆円

2.8兆円

5.1兆円

「１兆円」の加算
1.0兆円

別枠加算　1.3兆円

一般会計特例加算

（1/2）

（1/2） 3.8兆円

3.8兆円

2.4兆円

Ｈ２３

（１７．４兆円）
＜＋２．８％＞

※＜　＞書きは対前年度伸率

Ｈ２５

（１７．１兆円）
＜△２．２％＞

Ｈ２４

（１７．５兆円）
＜＋０．５％＞

国税５税分

10.5兆円

その他
1.8兆円

（２３．５兆円）
＜△４．３％＞

6.2兆円

国税５税分

一般会計特例加算

別枠加算　1.0兆円

機構準備金の活用　0.65兆円

その他　1.0兆円

10.8兆円

（1/2） 3.6兆円

＜△１．３％＞

6.2兆円

（２３．３兆円）

（1/2） 3.6兆円

※表示未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が位置しない箇所がある。

（１７．８兆円）
＜△５．２％＞

（１８．２兆円）
＜＋２．３％＞

（２０．１兆円）
＜△４．５％＞ ＜△６．５％＞＜＋５．１％＞ ＜△１２．０％＞

地
方
交
付
税
総
額

臨
時
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政
対
策
債

地方交付税等総額（当初）の推移
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１．地方財政計画における歳出特別枠
(単位：億円)

H20 H21 H22 H23 H24 H25

地方再生対策費 4,000 4,000 4,000 3,000 － －

地域雇用創出推進費 － 5,000 － － － －

地域活性化・雇用等対
策費

－ － 9,850 12,000 － －

地域経済基盤強化・雇
用等対策費

－ － － － 14,950 14,950

計 4,000 9,000 13,850 15,000 14,950 14,950

２．地方交付税の別枠加算
(単位：億円)

H20 H21 H22 H23 H24 H25

別枠加算(※） － 10,000 14,850 12,650 10,500 9,900

(※）既往法定加算等及び臨時財政対策特例加算とは別枠でなされる、地方の財源不足の状況等を踏まえた加算。

歳出特別枠・別枠加算の推移
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◎平成25年度地方財政対策・地方公務員給与についての共同声明＜平成25年1月27日 地方六団体＞

２．そもそも地方公務員の給与は、公平･中立な知見を踏まえつつ、議会や住民の意思に基づき地方が
自主的に決定すべきものであり、国が地方公務員の給与削減を強制することは、地方自治の根幹に関
わる問題である。ましてや、地方交付税を国の政策目的を達成するための手段として用いることは、
地方の固有財源という性格を否定するものであり、断じて行うべきではない。

我々地方六団体は、国と地方の信頼関係を重視する立場から、地方との十分な協議を経ないまま、
地方公務員給与費に係る地方交付税を一方的に削減する今回のような措置を二度と行わないよう、強
く求める。本来、給与は地方公務員法により、個々の自治体の条例に基づき、自主的に決定されるも
のであり、その自主性を侵すことのないよう強く求める。

３．また、自公政権下において地方分権改革推進委員会から3.5 万人の国家公務員の削減勧告がなさ
れたことも踏まえ、国において早急かつ抜本的に地方並みの定数削減を断行すべきである。

その上で、公務員の総人件費や給与適正化のあり方については、国・地方を通じた中長期的な行
財政改革の中で考えるべきであり、今後ラスパイレス指数のあり方を含め、給与と手当の総合的な比
較を行い、早急に「国と地方の協議の場」等において十分協議することを求める。

平成25年1月27日
地方六団体

全国知事会会長 山田 啓二
全国都道府県議会議長会会長 山本 教和
全国市長会会長 森 民夫
全国市議会議長会会長 関谷 博
全国町村会会長 藤原 忠彦
全国町村議会議長会会長 髙橋 正

平成25年度地方財政対策・地方公務員給与についての共同声明（抜粋）
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頑張る地方応援プログラムの交付税措置額の算定 （１／２）

◎H19総務省資料＜抜粋＞
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頑張る地方応援プログラムの交付税措置額の算定 （２／２）

◎H19総務省資料＜抜粋＞
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復興財源フレームの見直し

（出典：財務省資料）

２７年度までの復興財源フレームを見直し、２５年度を含め今後の事業費が１９兆円を上回る部分について、

郵政株式売却益等の６兆円程度を充てることとし、被災地の方々の安心を確保。

２５兆円

程度
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各種交付金による基金一覧

（単位：億円）

H20 H21 H22 H23 H24 H25

2次補正
1次補正
2次補正

予備費
１次補正

1次補正
3次補正
4次補正

当初
予備費
1次補正

当初

1 地方消費者行政活性化基金 H21～25 150 110 65 5 330

2 安心こども基金 H20～25 1,000 1,700 1,000 1,270 1,811 6,781

3 介護職員処遇改善等臨時特例基金 H21～25 4,773 117 4,890

4 介護基盤緊急整備等臨時特例基金 H21～25 2,495 639 396 3,530

5 地域自殺対策緊急強化基金 H21～25 100 8 37 30 175

6 緊急雇用創出基金（※１） H21～25 1,500 4,500 2,000 2,000 1,800 11,800

7 社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金（※２） H21～25 1,062 27 97 1,186

8 地域医療再生臨時特例基金（※２） H21～25 3,100 2,100 500 5,700

9 医療施設耐震化臨時特例基金（※２） H21～25 1,222 167 406 1,795

10 高校生修学支援基金 H21～26 486 599 1,085

11 森林整備加速化・林業再生基金 H21～26 1,238 155 1,443 915 3,751

12 海岸漂着物地域対策推進基金 H25～26 100 100

13 再生可能エネルギー等導入推進基金 H24～28 121 245 366

2,650 20,786 5,902 5,543 6,358 250 41,489

（※１）起業支援型地域雇用創造事業については、Ｈ２５までに開始した事業はＨ２６まで実施可能。

（※２）Ｈ２５までに開始した事業は、事業完了まで実施可能

合 計

国予算総額
事業期間
(見直し後)

合　計

基　　金　　名　等
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日本再生のための「人づくり」への重点投資に対する支援策について

○いわゆるアベノミクスにより、景気回復に向けた明るい兆しが
生まれているが、こうした効果は一部の分野にとどまり中小企業
には波及しておらず、未だ地域経済が活力を取り戻していない状
況。

○地域経済を支えているのは地域で活動する「人」であり、地域
が有する多様な資源を有効に活用して産業振興と雇用の創出を図
り、地域経済を再生させるためには、地域産業を支える担い手の
育成はもちろんのこと、我が国の将来を担っていく「人づくり」
を進めることが何よりも急務。

※緊急雇用創出基金（H21～25：1兆1,800億円）などがH25年度
末で終了

景気を支える人づくり

○合計特殊出生率が2060年度に1.60に収束するという高位推計でも、
高齢者一人を支える現役世代は約1.4人となり、1.35の中位推計で
は約1.3人と世界に例の無い超高齢社会となる。

○現在の人口を維持できる2.07(人口置換水準)に回復できたと仮定
しても、約1.7人で１人を支えなければならない極めて厳しい状況。

少子化対策の加速化・抜本改革

①人材育成強化のための基金 ・求職者や新卒者に対し、地方公共団体が研修・訓練を行い、即戦力となる人材を中小企
業に供給

・地域の多様な資源や特性を活かした新たな雇用の受け皿づくりを推進し、ＮＰＯ、コミ
ュニティビジネスを支援 等

②「日本の未来を創る女性活躍応援基金」 ・出産・育児・介護などの理由により退職した女性に対する復職支援 等

③「少子化危機突破基金」 ・結婚、妊娠、出産に関する相談・支援体制の整備

・育児軽減負担のための支援 等

３つの人づくりに重点 内容

高齢者１人を支える現役世代の人数

合計特殊出生率
1.35のケース

合計特殊出生率
1.60のケース

合計特殊出生率
2.07のケース

(人)

(年度)

<高位推計>

<中位推計>

<人口置換水準>

【緊急雇用創出基金を活用して実施している事業例】
・新規学卒未内定者の計画的な人材養成を実施し、正社員登用を
促進する事業

・介護関係施設で職場訓練等を実施し、介護人材を確保する事業
・離職者を対象に重点成長分野の企業での訓練付雇用を実施し、
再就職を支援する事業
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地域決定型地方税制特例措置の導入による地方税法に定める特例措置のあり方の見直し

国が地方に実施を求める特例（※）

地方の裁量を認めた方が

効果的な特例

全国一律の方が

効果的な特例

全国一律特例措置
地域決定型

地方税制特例措置

国が定める地方税制

地方が定める

範囲の拡大

国が定める

範囲の縮小

地方が定める地方税制

不均一課税

条例減免

法定外税

全国一律の特例措置でなければ政策目的を達成することが困難である

特段の事情がない限り、地域決定型地方税制特例措置を原則

※特定の政策目的を有する措置及び租税政策の観点から講じる措置

地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会報告書 資料２
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国と地方の協議の場における意見の反映

国と地方の協議の場に関する法律（抜粋）

第三条 協議の場において協議の対象となる事項は、次に掲げる事項

のうち重要なものとする。

一 国と地方公共団体との役割分担に関する事項

二 地方行政、地方財政、地方税制その他の地方自治に関する事項

三 経済財政政策、社会保障に関する政策、教育に関する政策、社

会資本整備に関する政策その他の国の政策に関する事項のうち、

地方自治に影響を及ぼすと考えられるもの

平成２６年度の地方財政対策や税制改正等について、「国と地方の協議の場」の

議題とし、地方の意見を適切に反映すべき
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